
 
 

 

 

弘前市には、弘前大学、弘前学院大学、東北女子大学、弘前医療福祉大学、東北女子短

期大学、放送大学青森学習センターの６大学があり、その学生数は約１万人にも上ります。 

大学が蓄積する高度な知、柔軟な発想やアイデアを有する学生力などの強みを生かし、

地域振興に繋げていくことを目指して、「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金を実

施しています。 

活力ある弘前市をつくっていくために、学生の皆さんの応募をお待ちしています。 

 

お問い合わせ先 

弘前市経営戦略部行政経営課 

〒036-8551 弘前市大字上白銀町１－1 市役所本館３階 

電話 0172－４０－７０２１ 

ファックス 0172－35－7956 

Eメール gyoseikeiei@city.hirosaki.lg.jp 

 

【協力】学園都市ひろさき高等教育機関コンソーシアム 

平成２６年度 

「学都弘前」学生地域活動 

支援事業費補助金募集要項 
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 １．事業の趣旨 

 

「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金は、学生が企画立案し、実施するまちづ

くり、地域づくり活動に係る経費の一部を支援する、公募型の補助金制度です。 

ゼミ及びサークル等の団体（以下「団体」とする）が、自らの地域を考え、自ら実践

することにより、地域課題の解決や地域の活性化につながる活動を支援し、「学生力」

による魅力あるまちづくりの推進を図るものです。 

また、学生には、地域活動を通じて、地域の一員としての社会的力量の形成につなげ

て欲しいと考えています。 

一定の申請条件をクリアすれば多くの学生が応募でき、応募された活動は、学園都市

ひろさき高等教育機関コンソーシアムの審査を経て、市が助成を決定します。 

 

 

２．応募できる団体 

 

学生で構成される団体で次の要件のすべてに該当するものとします。 

(1) 学生の活動を教員が指導していること。 

(2) 構成員が概ね５人以上であること。 

(3) 市内の大学に在籍する学生、又は市内に在住し市外の大学に在籍する学生が所属 

    する団体 

※既存の団体のほか、新たに組織する団体も対象とします。 

 

 

３．補助の対象となる事業 

 

補助の対象となる事業は、地域の課題解決や活性化を目的に実施する事業で、次に掲

げる要件のすべてを満たしているものとします。 

(1) 原則として市内で実施される事業であること。 

(2) 平成２７年１月３１日で完了する事業であること。 

 

※次のいずれかに該当する事業は、対象外です。 

(1) 営利を目的とする事業 

(2) 特定の個人や団体が利益を受ける事業 

(3) 政治、宗教又は選挙活動を目的とする事業 

(4) 市の他の補助金の対象となる事業 

(5) 国、県及びその他機関から補助金を受けている事業 

(6) 法令、条例等に違反する事業 

(7) その他公序良俗に反する事業 

 

 

１．事業の趣旨 

２．応募できる団体 

３．補助の対象となる事業 
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《事業例》 

活動分野 具体例 

福祉・保健 
福祉施設への慰問活動、高齢者や障がい者への支援活動、 

健康づくり教室、食育講座など 

環境美化 環境啓発イベント、花いっぱい運動、リサイクル活動など 

青少年の健全育成 子育て支援事業、世代間交流事業、体験学習など 

防災・防犯・安全安心 
防犯・交通安全パトロール活動、地域安全マップづくり、 

防犯・防災教育、自主防災活動など 

地域活性化 
賑わいを創出するイベント、地域交流イベント、 

市内在住外国人との国際交流事業、農業体験など 

人づくり 
コミュニティリーダー養成講座、 

観光ボランティア育成事業など 

文化・スポーツ 文化・芸術の振興、スポーツ教室など 

 ※事業は、掲載した活動の分野だけにとらわれるものではありません。 

また、事業例についても、あくまでも参考であるという点にご留意願います。 
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４．補助の対象となる経費 

 

補助の対象となる経費は、対象事業を実施するために直接必要な経費で、次に定める

項目とします。 

項目 対象となる経費 対象とならない経費 

講師等謝礼 
外部講師や専門的技術を有する協力者

への謝礼等 

・団体構成員に対する謝礼 

・地域のまつり等のイベントでの地元

出演者等に対する謝礼 

交通費 

・講師等への交通費、宿泊費（原則実

費） 

・事業実施に直接必要な交通費 

会議や打ち合わせにかかる交通費 

消耗品費及び 

原材料費 

事業実施に直接必要な消耗品費・原材

料費 

・地域のまつり等のイベントで提供さ

れる飲食にかかる経費 

・地域のまつり等のイベントでの模擬

店等の材料費 

燃料費 作業等に必要な機材・車両等の燃料費 
・地域のまつり等のイベントでの飲食

の提供にかかる経費 

印刷製本費 
ポスター・チラシ、資料等の印刷代・

コピー代等 

 

通信運搬費 
事業の周知・連絡等に要する郵便料等 

※事業実施に必要な分のみ 

・団体の維持運営にかかる電話料金 

保険料 参加者等に係る保険料  

使用料及び 

賃借料 
会場使用料、車両・機械等の借上料 

・団体事務所の家賃 

・地域のまつり等のイベントでの飲食

の提供にかかる経費 

その他 

市長が適当と認めたもの 

※対象経費の判定については、個別に

経費の内容を審査します。 

・団体構成員に対する人件費 

・イベント・大会等の参加者に対する

記念品・参加賞の経費（審査などによ

り順位づけした上位者に対する商品

を除く。） 

・団体構成員の活動や役割がない事業

の大半を他に委ねる委託料 

 

その他対象外 

・領収書がないなど使途が不明なものは対象になりません。 

・食糧費（スタッフ飲食代、懇談会や慰労会等の飲食費、会議・打ち合わせ時の飲食費など。） 

・スタッフＴシャツなど、無くても事業が実施できる経費 

・備品の購入費 

 

４．補助の対象となる経費 
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５．補助金の額 

 

補助金の額は、次のいずれかに定めた金額を限度とする。 

(1) 単一の大学の団体が実施する補助事業 

補助対象経費の実支出額の合計額、補助事業の総支出額から参加費、協賛金その

他の収入を控除した額又は２００，０００円のいずれか少ない金額 

(2) 複数の大学の団体が実施する補助事業 

 補助対象経費の実支出額の合計額、補助事業の総支出額から参加費、協賛金その

他の収入を控除した額又は３００，０００円のいずれか少ない金額 

 

   

 

 

 

 

               ＝ 

 

 

①補助対象経費aの実支出額 

②支出総額（a+b）･ 参加費・協賛金等収入（c） 

※①・②のいずれか少ない額 

 

（例）････単一の大学の団体が実施する補助事業の場合 

支出総額２５万円（補助対象経費２０万円＋補助対象外経費５万円） 

      収入：協賛金１０万円 

①補助対象経費（２０万円） 

②支出総額（２５万円）－収入（１０万円）＝１５万円 

補助金額１５万円（①＞②） 

 

 

６．事業の実施期間 

 

補助の対象となる事業期間は、補助金の交付決定日から平成２７年１月３１日までの

期間とします。 

 

 事業実施期間：平成２６年８月１日～平成２７年１月３１日  

 

※交付決定日前に支出された経費は、補助の対象となりませんのでご注意ください。 

 

 

５．補助金の額 

６．事業の実施期間 

支出 収入 

補助対象外経費 b

補助対象経費 a 

学都弘前補助金 

自己資金 

参加費・協賛金等 c
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７．応募の方法 

 

次の応募書類に必要事項を記入の上、６月３０日（月）までに提出してください。 

 

※受付時に関係書類を確認するため、郵送・ファックス・電子メールでの受付はでき

ません。お手数ですが、行政経営課又は学園都市ひろさき高等教育機関コンソーシ

アム構成大学の窓口まで直接ご持参ください。 

 

(1) 応募書類 

①事業申請書（様式第１号） 

②事業計画書（様式第２号） 

③収支予算書（様式第３号） 

④申請団体概要書（様式第４号） 

⑤団体の規約、会則等（写し） 

⑥団体の会員名簿 

 

※様式は、弘前市のホームページからダウンロードできます。 

http://www.city.hirosaki.aomori.jp/gyosei/seido/gakuto/ 

 

(2) 提出先 

①弘前市経営戦略部行政経営課（弘前市役所本館３階） 

受付時間 平日の午前８時３０分から午後５時まで 

※時間外の受付を希望する場合は、事前に問い合わせください。 

  

   ②学園都市ひろさき高等教育機関コンソーシアム構成大学 

弘前大学 研究推進部社会連携課社会連携グループ（コラボ弘大３階） 

弘前学院大学 総務課 

東北女子大学 ３０８奈良研究室 

弘前医療福祉大学 学生部学生課 

東北女子短期大学 学生課 兼平拓道 

 

８．事業の審査方法 

 

応募された事業は、応募書類、申請団体へのヒアリング等により、学園都市ひろさ

き高等教育機関コンソーシアム企画運営委員会委員が審査し、その審査結果を参考に

市が決定します。ヒアリングは７月を予定しており、応募団体に出席していただきま

す。 

予算の範囲内で５件程度採択する予定です。 

 

 

７．応募の方法 

８．事業の審査方法 
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９．審査基準９．補助金の決定と交付 

 

 【審査項目】 

適確性 地域における課題等に合致するテーマである。 

効果性 地域の課題解決や活性化及び学生の力量形成に効果が見込める。 

適切性 市の補助金を活用して行う取り組みとして適切である。 

自主性 学生が自ら企画し主体的に実施する事業である。 

実現性 計画が具体的で実現可能な事業内容となっている。 

公益性 事業の効果が特定の者に限定されない。 

地域性 地域や市民との関わりがある。 

費用妥当性 事業の内容、規模に合った予算になっている。 

将来性 事業効果が一過性ではなく、将来的な波及が期待できる。 

独創性 斬新なアイデアやユニークな発想が盛り込まれている。 

 

【審査の採点】 

採点は３段階評価とし、１００点満点（１０項目×１０点）により評価を行います。 

区分 評価 

審査項目に合致している １０点 

概ね審査項目に合致している ５点 

審査項目に合致していない ０点 

 

 

１０．補助金の決定と交付 

 

①補助金の決定 

交付の可否を決定し、「補助金交付決定通知書（様式第７号）」又は「補助金不

交付決定通知書（様式第８条）」を送付します。 

 

②補助金の支払い 

補助金の支払いは事業完了後、交付すべき補助金の額を確定した後に行います。

ただし、事業完了前でも補助金の概算払による交付が可能です。概算払を希望する

場合は、「概算払請求書（様式第１５号）」を提出してください。 

 

※概算払とは、予算書の見積り額によって支払い、事業実施後に、本来払うべき金額

を確定する支出方法のことです。 

 

 

 

１０．補助金の決定と交付 

９．審査基準 
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１１．事業実施の留意事項 

 

①制度PR への協力 

本制度をより多くの学生の皆さんに周知し、活用していただくために、事業の実

施にあたり、団体が作成するポスター・チラシ・看板などの掲示物には、次の文言

を入れてください。また、事業開催時にはできる限り本制度のPRをお願いします。

また、報道機関からの取材についても、本制度対象事業であることをＰＲしてくだ

さい。 

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金対象事業 

 

②事業の周知 

作成したポスター、チラシ等を行政経営課に持参していただければ、市の公共施設

へのチラシの設置、ポスター等の掲示に協力します。 

また、市のホームページや広報への掲載などについてもご相談ください。 

※広報紙に掲載を希望する場合は、期間に余裕を持ってご相談ください。 

（掲載希望日の１か月半前程度） 

 

③事業の安全対策等について（保険加入等のお願い） 

  事業の実施にあたっては、無理のないような計画で、十分に安全性を保ちながら

行うようにしてください。 

なお、保険に加入する際は、実施内容に対して補償内容が適切か確認するようお願

いします。 

 

④消耗品などの購入 

事業実施に必要な消耗品などの購入にあたっては、できる限り市内業者を利用し

てください。また、貴重な税金を財源とすることから、できる限り経費節減に努め

てください。 

 

  ⑤受領証及び領収証の受け取り 

●受領書 

講師への謝礼など、謝礼金を支払った場合は、支払った相手から「受領書」をも

らってください。なお、受領書には、相手の方の住所、氏名と印鑑またはサインが

必要となります。 

●領収書 

・領収書の宛名は、申請団体名で貰ってください。 

・個々の品目が分かるように品名が記載されたものを用意してください。 

ただし、個々の品目が分かるような領収書の発行が難しい場合は、実績報告の際 

に手書きで内訳を記入してください。 

 

１１．事業実施の留意事項 
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⑥事業内容等の変更等 

事業内容の変更、中止若しくは廃止、経費の配分を変更するときは、軽微な変更

を除き、市長の承認が必要となりますので、事前にご相談ください。 

   

⑦活動の記録について 

  実績報告の際に提出が必要となりますので、領収書などの支払いを証明する書類、

作成した印刷物等は必ず保管してください。また、事業の実施状況の写真は忘れず

に撮影してください。 

 

 

 

 

①実績報告書の提出 

補助対象事業が終了したときは、事業完了後30日以内又は平成２７年２月６日の

いずれか早い日までに、「補助金事業完了実績報告書（様式第１０号）」に必要書類

を添えて提出してください。 

●必要書類 

①事業実績書（様式第１１号） 

②収支決算書（様式第１２号） 

③領収書、受領書等支払を証明するものの写し 

④補助事業の実施状況が確認できる書類（写真、チラシ等） 

 

※領収証について 

・コピーを提出してください。（ただし、原本は必ず団体で５年間保存してください。

書類の提出を求め、検査をする場合があります。） 

 

※様式は、弘前市のホームページからダウンロードできます。 

http://www.city.hirosaki.aomori.jp/gyosei/seido/gakuto/ 

 

②補助金の額の確定 

市は、提出された実績報告書等を審査し、適当と認めたときは、補助金の額を確定

し、「補助金交付額確定通知書（様式第１３号）」により団体に通知します。 

補助金の交付確定額が、既に交付された金額より大きい場合、その差額を交付しま

す。また、補助金の交付確定額が既に交付された金額より少ない場合は、その差額を

返還していただきます。 

 

 

 

 

 

１２．事業終了後の手続き等 
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事業の活動内容や成果を広く市民に紹介するため、公開による事業成果発表会を開催

します。また、実績報告の関係書類とプレゼンテーションによる成果の発表内容をもと

に、地域への貢献性が最も高い事業を表彰します。 

 

 開催時期：平成２７年２月又は３月を予定 

 

 

事業成果発表会の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①情報公開 

   制度の公平性・透明性を確保するため、事業の応募状況・事業内容・審査結果や提

出書類（個人情報及び組織の内容に関する情報を除く）について、弘前市のホームペ

ージなどで公開します。 

 

  ②関係書類の整理・保管 

   対象事業に係わる収入及び支出を明らかにした帳簿やその証拠書類等（領収書等）

は整理し、いつでも見られるようにしておいてください。また、その帳簿・証拠書類

等は、補助金の交付に係る会計年度終了後５年間は保管しなければなりません。 

 

 

 

 

 

１４．その他 

１３．事業成果発表会 
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           募集期間：～平成２６年６月３０日（月） 

 

 

                 平成２６年７月のヒアリングへの出席が必要 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 事業完了後30日以内又は 

                 平成２７年２月６日のいずれか早い日までに提出 

 

 

 

 

  

 

 

                 概算払を受けている場合は、その差額を請求 

 

                 ①交付確定額＞概算交付額 → 差額を交付 

                 ②交付確定額＜概算交付額 → 差額を返還 

 

                    平成２７年２月又は３月 

 

１５．応募から事業終了までの流れ 

補助金交付申請書の提出 

審査 

採択・不採択通知 

事業実施 

（交付決定日から 

平成２７年１月３１日まで） 

事業完了実績報告書の提出 

書類審査 

補助金交付額確定通知 

補助金請求書提出 

補助金の精算 

事業成果発表会 
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様式第１号（第７条第１項関係） 

 

                               平成  年  月  日 

 

 弘前市長 様 

 

                      所 在 地 弘前市大字○○町○番地○ 

                                     申請者 団 体 名 ○○大学○○の会 

                      代表者名  ○○ ○○          印 

 

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金交付申請書 

 

 

 平成２６年度において実施する「学都弘前」学生地域活動支援事業について、補助金の交付を受けた

いので、弘前市補助金等交付規則第３条の規定により、下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

１ 事業の名称 

    ○○○○○○○○○事業 

 

２ 交付を受けようとする補助金の額 

 

          ○○○，○○○   円 

 

３  添付書類 

 (1) 事業計画書（様式第２号） 

  (2) 収支予算書（様式第３号） 

(3) 事業費内訳書（様式第４号） 

 (4) 団体の規約、会則等の写し 

 (5) 団体の会員名簿 

 

 

 

 備考 

  １ 上記に掲げる添付書類以外の書類の提出を求めることがあります。 

  ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

 

 

 

担当及び提出先：経営戦略部行政経営課 

電話：４０－７０２１ 

提出する年月日を記入

してください。 

記入例 

代表者である学生の印

を忘れずに押印してく

ださい。 
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様式第２号（第７条第２項関係） 

 

事業計画書 

 

１ 補助事業の名称 

   ○○○○○○○○○事業 

 

 

２ 補助事業の目的 

    

 

 

３ 補助事業の概要（計画概要及びスケジュール） 

   ・日時 平成２６年１２月○○日 

   ・実施場所 ○○ホール（弘前市大字○○町○番地○） 

   ・想定参加者数 ○○人 

   ・実施方法 ○○の開催 

４ 補助事業の期間 

   平成２６年８月○○日から平成２７年１月○○日 

 

 

５ 補助事業の実施により期待される効果 

    

 

 

６ その他 

 

 

 

備考 

 １ 複数事業をパッケージ化し一体的に実施する場合は、個別事業ごとに事業計画等を記載してく

ださい。 

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

３ 用紙が不足する項目は、別紙としてください。 

何のためにこの事業を実施す

るのか記入してください。 

いつ、どこで、どのような内容、方

法で実施するのかこの事業を実施

するのか具体的に記入してくださ

い。

準備や事業実施後の支払いな

どの事務手続きを含む期間を

記入してください。 

事業を実施することでどのよ

うな効果が期待されるのかを

記入してください。 
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様式第３号（第７条第２項関係） 

 
収支予算書 

１ 収入の部                              （単位：円） 

科目 本年度予算額 内訳 

市補助金 １４８，４００  

団体会費 ３０，０００  

   

   

   

合計 １７８，４００  

 

２ 支出の部                              （単位：円） 

科目 本年度予算額 内訳 ※補助対象経費 

講師等謝礼  １４，０００ 
フォーラム講師（○○大学教授） 

@7,000×2時間 

 

交通費 ３５，０００ 
フォーラム講師（仙台-弘前1泊2日） 

３５,000 

 

消耗品費及び

原材料費 
２５，０００ 

チラシ@50×２00枚=10,000 

ポスター@300×50=15,000 

 

燃料費 
２，４００ 

トラックガソリン代@120×20･ 
 

印刷製本費 ２０，０００ 資料コピー代@10×20×100 
 

通信運搬費 ３４，０００ 
返信はがき@50×200 

資料送付切手代@120×200 

 

保険料 ５，０００ ボランティア保険@100×50人 
 

使用料及び 

賃借料 
1３，０００ 

○○センター借上げ@1,000×3時間 

トラック借上げ10,000 

 

その他経費 ３０，０００ 懇親会食事代@1,000×30人 
 

合計 １７８，４００ 
 

 

備考 

１ 用紙が不足するときは、コピーしてお使いください。 

  ２ 「※補助対象経費」欄は、記入しないでください。 

  ３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

 

申請事業に関わる全ての収入

を記入してください。 

申請事業に係る補助対象外経

費も記入してください。 

「収入合計」と「支出合計」

は同じ金額になります。 
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様式第４号（第７条第２項関係） 

 

申請団体概要書 
 

団体 

（ふりがな） 

名称 

○○だいがく○○のかい 

○○大学○○の会 

所在地等 

〒○○○－○○○○ 

  弘前市大字○○町○番地○ 

電話○○○○（○○）○○○○  ＦＡＸ○○○○（○○）○○○○ 

代表者 
（ふりがな） 

氏名 

○○○ ○○○ 

○○ ○○ 

指導 

教員 

（ふりがな） 

氏名 

○○○ ○○○ 

○○ ○○ 

担当者 

連絡先 

（ふりがな） 

氏名 

○○○ ○○○ 

○○ ○○ 

住所 

〒○○○－○○○○ 

弘前市大字○○町○番地○ 

電話○○○○（○○）○○○○  ＦＡＸ○○○○（○○）○○○○ 

Ｅ-mail : ○○○○○○＠○○○ 

設立年月日 

昭和 

  ○○年○○月○○日 

平成 

構成員数
      ○○人 

※うち役員 ○○人 

設立目的 ○○のため 

主な活動場所 「市内全域」、「○○地区」など 

主な活動内容  

活動の経緯・実績 
 

備考 

１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

 ２ 用紙が不足する項目は、別紙としてください。

規約や会則に記載されている

設立目的を記入してください。 

複数の大学の団体が共同で事

業を実施する場合は、それぞれ

の団体について作成してくだ

さい。 

主にどのような分野で活動し

ているかを記入してください。 

これまでの活動実績について、

具体的に記入してください。 

（時期、活動内容、場所、対象

など） 
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様式第１号（第７条第１項関係） 

 

                               平成  年  月  日 

 

 弘前市長 様 

 

                      所 在 地 

                                     申請者 団 体 名 

                      代表者名                      印 

 

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金交付申請書 

 

 

 平成２６年度において実施する「学都弘前」学生地域活動事業について、補助金の交付を受けたいの

で、弘前市補助金等交付規則第３条の規定により、下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

１ 事業の名称 

 

 

２ 交付を受けようとする補助金の額 

 

                              円 

 

３ 添付書類 

 (1) 事業計画書（様式第２号） 

  (2) 収支予算書（様式第３号） 

(3) 申請団体概要書（様式第４号） 

 (4) 団体の規約、会則等の写し 

 (5) 団体の会員名簿 

 

 

 

 備考 

  １ 上記に掲げる添付書類以外の書類の提出を求めることがあります。 

  ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

 

 

 

担当及び提出先：経営戦略部行政経営課 

電話：４０－７０２１ 
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様式第２号（第７条第２項関係） 

 

事業計画書 

 

１ 補助事業の名称 

 

 

 

２ 補助事業の目的 

 

 

 

３ 補助事業の概要（計画概要及びスケジュール） 

 

 

 

４ 補助事業の期間 

 

 

 

５ 補助事業の実施により期待される効果 

 

 

 

６ その他 

 

 

 

備考 

 １ 複数事業をパッケージ化し一体的に実施する場合は、個別事業ごとに事業計画書等を作成して

ください。 

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

３ 用紙が不足する項目は、別紙としてください。 
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様式第３号（第７条第２項関係） 

 

収支予算書 

１ 収入                                （単位：円） 

科目 本年度予算額 内訳 

市補助金   

参加費   

協賛金   

団体会費   

   

合計   

 

 

２ 支出                                （単位：円） 

科目 本年度予算額 内訳 ※補助対象経費 

講師等謝礼    

交通費    

消耗品費及び

原材料費 
   

燃料費    

印刷製本費    

通信運搬費    

保険料    

使用料及び 

賃借料 
   

その他経費    

合計    

備考 

１ 用紙が不足するときは、コピーしてお使いください。 

  ２ 「※補助対象経費」欄は、記入しないでください。 

  ３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 
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様式第４号（第７条第２項関係） 

 

申請団体概要書 
 

団体 

（ふりがな） 

名称 

 

 

所在地等 

〒 

 

電話    （  ）      ＦＡＸ    （  ） 

代表者 
（ふりがな） 

氏名 

 

 

指導 

教員 

（ふりがな） 

氏名 

 

 

担当者 

連絡先 

（ふりがな） 

氏名 

 

 

住所 

〒 

 

電話    （  ）      ＦＡＸ    （  ） 

Ｅ-mail : 

設立年月日 

昭和 

      年  月  日 

平成 

構成員数
        人 

※うち役員   人 

設立目的  

主な活動場所  

主な活動内容  

活動の経緯・実績  

備考 

１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

 ２ 用紙が不足する項目は、別紙としてください。 
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様式第５号（第８条関係） 

 

                                                          平成  年  月  日 

 

 弘前市長 様 

 

                                                  所 在 地 

                                        補助事業者 団 体 名 

                                               代表者名                    印   

 

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金 

事業変更承認申請書 

 

 

 平成  年  月  日付け弘行収第   号をもって補助金の交付決定の通知を受けた下記補助

事業の経費の配分（内容）を変更したいので、平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助

金交付要綱第８条第１号の規定により、下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

１ 補助事業及び実施事業の名称 

 

 

２ 補助金の交付決定額                       円 

 

 

３ 既に交付を受けた補助金の額                       円 

 

 

４ 補助事業の経費の配分（内容）を変更する理由 

 

 

５ 補助事業の経費の配分（内容）の変更の内容 

 

 

 備考 

  １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

  ２ 経費の配分を変更する場合は、収支予算書（様式第３号）に準じて作成し、上段に変更後の額

を朱書きし、下段に変更前の額を記載してください。 

 

担当及び提出先：経営戦略部行政経営課 

電話：４０－７０２１ 
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様式第６号（第８条関係） 

                                                          平成  年  月  日 

 

 弘前市長 様 

 

                                                  所 在 地 

                                        補助事業者 団 体 名 

                                               代表者名                    印   

 

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金 

事業中止（廃止）承認申請書 

 

 

 平成  年  月  日付け弘行収第   号をもって補助金の交付決定の通知を受けた下記補助

事業を中止（廃止）したいので、平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金交付要綱第

８条第２号の規定により、下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

１ 補助事業及び実施事業の名称 

     

   

 

２ 補助金の交付決定額                       円 

 

 

 

３ 既に交付を受けた補助金の額                       円 

 

 

 

４ 補助事業を中止（廃止）する理由 

 

 

 

５ 補助事業の中止の期間（廃止の時期） 

 

 

 

 備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

 

担当及び提出先：経営戦略部行政経営課 

電話：４０－７０２１ 
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様式第７号（第９条第１項関係） 

                              弘行収第     号 

                              平成  年  月  日 

 

              様 

 

                                                 弘前市長         印 

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金 

交付決定通知書 

 

 

 平成  年  月  日付けで申請のあった標記補助金については、弘前市補助金等交付規則第４条

第１項の規定に基づき交付することに決定したので、同規則第６条の規定により、下記のとおり通知し

ます。 

記 

 

１ 補助金の対象となる事業の目的及び内容並びにその事業に要する経費の配分は、平成   年  

月  日付けによる補助金交付申請書及び添付書類に記載のとおりとする。 

 

２ 補助金の額           円 

 

３ 交付の条件 

  (1) 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更する場合は、あらかじめ平成２５年度

「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金事業変更承認申請書（様式第５号）を市長に提出して、

その承認を受けること。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

 (2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支

援事業費補助金事業中止（廃止）承認申請書（様式第６号）を市長に提出して、その承認を受ける

こと。 

 (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに

市長に報告してその指示を受けること。 

 

４ その他 

 (1) 補助事業者は、 年  月  日までに平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助

金請求書（様式第１４号）を市長へ提出してください。 

 (2) 補助事業者は、平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金事業完了（廃止）実績

報告書（様式第１０号）に必要書類を添付して、補助事業が完了した日（補助事業の廃止の承認を

受けたときは、当該承認を受けた日）から起算して３０日を経過した日又は平成２７年２月６日の

いずれか早い日までに市長に提出してください。 

 (3) 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出の費用の収支の内容を証する書類並びに補助事業の

実績を証する書類を整備し、平成３２年３月３１日まで保管してください。 

 

 

担当及び提出先：経営戦略部行政経営課 

電話：４０－７０２１ 
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様式第８号（第９条第２項関係） 

 

                              弘行収第     号 

                              平成  年  月  日 

 

              様 

 

                                                 弘前市長         印 

 

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金 

不交付決定通知書 

 

 

 平成  年  月  日付けで申請のあった標記補助金に係る事業については、選考の結果、補助事

業として採択しないことに決定したので、平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金交

付要綱第９条第２項の規定により通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当及び提出先：経営戦略部行政経営課 

電話：４０－７０２１ 
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様式第９号（第１１条関係） 

 

平成  年  月  日 

 

 弘前市長 様 

 

                                                  所 在 地 

                                        補助事業者 団 体 名 

                                               代表者名                  印   

 

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金 

事業遂行状況報告書 

 

 

 平成  年  月  日付け弘行収第   号をもって補助金の交付決定の通知を受けた下記補助

事業の平成  年  月  日現在における遂行状況について、弘前市補助金等交付規則第１０条第２

項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

１ 補助事業の名称 

 

 

 

２ 補助事業の遂行状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 
 
 
 
 

 

担当及び提出先：経営戦略部行政経営課 

電話：４０－７０２１ 
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様式第１０号（第１２条第１項関係） 

 

                                                          平成   年  月  日 

 

 弘前市長 様 

 

                                                  所 在 地 

                                        補助事業者 団 体 名 

                                               代表者名                    印   

 

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金 

事業完了（廃止）実績報告書 

 

 

 平成  年  月  日付け弘行収第   号をもって補助金の交付決定の通知を受けた下記補助

事業が完了（を廃止）したので、弘前市補助金等交付規則第１２条の規定により、下記のとおり報告し

ます。 

 

記 

 

 

１ 補助事業及び実施事業の名称 

 

 

２ 補助金の交付決定額                       円 

 

 

３ 既に交付を受けた補助金の額                       円 

 

 

４ 添付書類 

 (1) 事業実績書（様式第１１号） 

 (2) 収支決算書（様式第１２号） 

 (3) 領収証、受領証等支払を証明するものの写し                         

  (4) 補助事業の実施状況が確認できる書類（写真、チラシ等） 

 

  備考 

  １ 上記に掲げる添付書類以外の書類の提出を求めることがあります。 

  ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

 

 

担当及び提出先：経営戦略部行政経営課 

電話：４０－７０２１ 
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様式第１１号（第１２条第２項関係） 

 

事業実績書 

 

１ 補助事業の名称 

 

 

 

 

 

２ 補助事業の遂行の概要 

 

 

 

 

 

３ 補助事業の期間 

 

 

 

 

 

４ 補助事業の遂行による成果 

 

 

 

 

 

５  補助事業に対する補助金の交付の効果 

 

 

 

 

 

６ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 
 １ 複数事業をパッケージ化し一体的に実施した場合は、個別事業ごとに事業実績書 

を作成してください。 

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

３ 用紙が不足する項目は、別紙としてください。 
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様式第１２号（第１２条第２項関係）        

 

                              収支決算書 

 

１ 収 入                                                           （単位：円）  

科  目 本年度収入額 本年度予算額 増 減 額 摘  要 

 

市補助金     

参加費     

協賛金     

団体会費     

     

計 
    

                                                                                

２ 支 出                                                           （単位：円）  

科  目 本年度支出額 本年度予算額 増 減 額 摘  要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講師等謝礼     

交通費     

消耗品費及び 

原材料費 

    

燃料費     

印刷製本費     

通信運搬費     

保険料     

使用料及び賃借料     

その他経費     

計 
    

 備考 

  １ 摘要欄には、本年度収入額及び本年度支出額の積算の内訳を記入してください。 

  ２ 支出のうち、市補助金の補助対象経費を計上している科目については、当該補助対象経費の名

称、金額等を摘要欄に記載（又は別紙を添付）し、その内容が分かるようにしてください。 

  ３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 
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様式第１３号（第１３条関係） 

 

                              弘行収第     号 

                                平成  年  月  日 

 

               様 

 

                                                    弘前市長         印 

 

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金 

交付額確定通知書 

 

 標記補助金については、平成  年  月  日付け実績報告等に基づき下記のとおり額を確定した

ので、弘前市補助金等交付規則第１３条の規定により通知します。 

 

 

記 

 

交付決定額 確定額 (a) 交付済額 (b) 差額 (a)－(b) 

 

                円 

 

                円

 

               円

 

            円

 

 

 

 

 

 

 

 
 備考 

    １ 平成  年  月  日までに平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金請求

書（様式第１４号）を市長へ提出してください。 

  ２ 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出の費用の収支の内容を証する書類並びに補助事業

の実績を証する書類を整備し、平成３２年３月３１日まで保管してください。 

  ３ 後日、市長は上記２に記載する書類等の提出を求め、又は検査をすることがあります。この提

出若しくは検査を拒んだり、又は書類等を提出できないなどにより、補助事業の実施状況及び収

支決算の状況を確認できない場合は、補助金の全部又は一部を返還していただきます。 

 

 
担当：経営戦略部行政経営課 

電話：４０－７０２１ 
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様式第１４号（第１４条第１項関係） 

                                                        平成   年  月  日 

 

 弘前市長 様 

 

                                                  所 在 地 

                                        補助事業者 団 体 名 

                                               代表者名                   印   

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金請求書 

 

 平成  年  月  日付け弘行収第   号をもって補助金交付額確定の通知（補助金の交付決定

の通知）を受けた下記補助金について、弘前市会計規則第５４条第１項及び平成２６年度「学都弘前」

学生地域活動支援事業費補助金交付要綱第１４条第１項の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

 

１ 請求金額                            円 

 

 

２ 補助金の名称      平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金 

 

 

３ 補助金の交付決定額                       円 

 

 

４ 補助金の交付確定額                       円 

 

 

５ 振込口座 

 (1) 金融機関及び支店名 

 (2) 口座番号 

 (3) 口座名義人 

 

 備考 

  １ 振込口座を会計管理者へ届けていない場合は、口座振替依頼書（債権者用）を併せて提出して

ください。 

  ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

 
 

担当及び提出先：経営戦略部行政経営課 

電話：４０－７０２１ 
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様式第１５号（第１４条第２項関係） 

                                                        平成   年  月  日 

 

 弘前市長 様 

 

                                                  所 在 地 

                                        補助事業者 団 体 名 

                                               代表者名                   印   

 

平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金概算払請求書 

 

 平成  年  月  日付け弘行収第   号をもって補助金の交付決定の通知を受けた下記補助

金について、弘前市会計規則第５４条第１項及び平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補

助金交付要綱第１４条第２項の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

 

１ 請求金額                            円 

 

 

２ 補助金の名称      平成２６年度「学都弘前」学生地域活動支援事業費補助金 

 

 

３ 補助金の交付決定額                       円 

 

 

４ 振込口座 

 (1) 金融機関及び支店名  

 (2) 口座番号  

 (3) 口座名義人  

 

 備考 

  １ 振込口座を会計管理者へ届けていない場合は、口座振替依頼書（債権者用）を併せて提出して

ください。 

  ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。 

 
 

 

 

 

担当及び提出先：経営戦略部行政経営課 

電話：４０－７０２１


